
［施策評価シート］ 

目標１ 一人ひとりが心豊かに暮らし、自分らしく輝いている 

市民意識 
そう思う 

(｢どちらかと言えば 

そう思う｣を含む) 

そう思わない 
(｢どちらかと言えば 

そう思わない｣を含む)

わからない 

(1) 年齢や性の違い、国籍、障がいの有無
などに関わらず、誰もが尊重される

64.4％ 18.1％ 17.5％ 

(2) 仕事、文化芸術、スポーツなどを楽しみ、
心豊かに暮らせる

82.0％ 12.7％ 5.3％ 

(3) 高齢者や障がい者が、福祉や介護などを
受け、安心して暮らせる

61.8％ 21.0％ 17.2％ 

出典：福岡市基本計画に係る意識調査 

(1) 年齢や性の違い、国籍、障がいの有無などに関わらず、誰もが尊重される

(2) 仕事、文化芸術、スポーツなどを楽しみ、心豊かに暮らせる

(3) 高齢者や障がい者が、福祉や介護などを受け、安心して暮らせる

＜めざす姿＞ 

○ 年齢や性の違い、国籍、障がいの有無などに関わらず、すべての人の人権が尊重され、
市民一人ひとりが互いに多様性を認め合うことで、誰もが自分らしく輝いています。

○ 市民一人ひとりが、それぞれの知識や経験を生かし、社会の担い手、支え手として
意欲的に社会参加するとともに、文化芸術やスポーツ、自然などを身近に感じ、
気軽に楽しみながら、健やかで心豊かに充実した生活を送っています。

○ 支援を必要とする市民が適切な福祉・介護等のサービスを受け、誰もが安心して、快適に
暮らしています。

63.9% 64.4％

19.8% 18.1％
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そう思う

そう思わない

83.3% 82.0％

12.5% 12.7％
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60.5% 61.8％

23.2% 21.0％
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施策１－１ 

①多様性を認めることができる市民の割合 ②一人ひとりの人権が尊重されていると感じる
市民の割合

③男女の固定的な役割分担意識の解消度 ④在住外国人の住みやすさ評価

96.4%

93.6%

現状維持
（95％程度を維持）

80%

85%

90%

95%

100%

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032

(割合)

(年度)

目標値

（ｻﾝﾌ゚ ﾙ数）
(548)     

初期値

(521)     

67.3%

68.0%

68.1%

68.8%

74.8%

72%

50%

60%

70%

80%

90%

2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

(割合)

(年度)

目標値

（ｻﾝﾌ゚ ﾙ数）(2,138) (1,983) (1,952) (1,406) (513)

初期値

95.9%

94.7%

現状維持
（95%程度を維持）

80%

90%

100%

2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

(割合)

(年度)

目標値

（ｻﾝﾌ゚ ﾙ数）
(623) (623)

初期値

75.8%

77.9%

80.5%
77.1%

79.3%

85%

60%

70%

80%

90%

2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

(割合)

(年度)

目標値

（ｻﾝﾌ゚ ﾙ数）
(1,406) (513)(1,952)(2,138) (1,983)

施策１-１ 多様な市民が輝くユニバーサル都市・福岡の推進 

 

 

 

 

 

 

１ 施策の指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
２ 事業の進捗状況、指標等を踏まえた「施策の評価」 

○：概ね順調 
（参考）前年度の評価 

－ 

 

＜指標の分析＞ 
①については、前回に比べると若干減少しているものの、９割を超える高い水準となっており、多

様性の尊重に対する意識は、概ね浸透しているものと考える。 

②については、「ハートフルフェスタ福岡」（講演会〔インターネットでの配信〕や展示、体験型 

イベント等を実施）や各種講演会等の実施が人権意識高揚に繋がったものと考えられる。 

③については、男女の固定的な役割分担意識の解消度は、概ね横ばいとなっている。今後も、「福岡

市男女共同参画基本計画」に基づき全庁を挙げて男女共同参画の推進に取り組んでいく。 

＜取組みの方向性＞ 

誰もが思いやりをもち、年齢や性の違い、国籍、障がいの有無などに関わらず、すべての人にやさ

しいまちの実現をめざし、インクルーシブなまちづくり、人権教育・啓発、男女共同参画や多文化共

生の推進などに取り組みます。 

出典：福岡市市長室「市政アンケート調査」 

達成状況 Ａ 
（目標に向けて順調に進んでいるため） 

出典：福岡市総務企画局「基本計画の成果指標に関する意識調査」 
及び福岡市市長室「市政アンケート調査」 

出典：福岡市総務企画局「外国籍市民アンケート」 

 

 

達成状況 － 

※2024 年度が最新値 

達成状況 A 
（目標に向けて順調に進んでいるため） 

出典：福岡市総務企画局「基本計画の成果指標に関する意識調査」 
及び福岡市市長室「市政アンケート調査」 

達成状況 A 
（目標に向けて順調に進んでいるため） 

第９次福岡市基本計画 

第９次福岡市基本計画 第９次福岡市基本計画 

初期値 
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施策１－１ 

３ 事業の指標・進捗状況・課題・今後の方向性 
●すべての人にやさしいまちづくり 

ユニバーサル都市・福岡の推進 
指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

ユニバーサルデザインに基づく取組みの認知度 62.7％ 66.2％ 70％ Ａ 

【進捗状況】 

・ユニバーサル都市・福岡の実現をめざし、市政だよりや出前講座のほか、情報誌やウェブサイト、 
屋外広告、新聞、ラジオ番組、動画配信サービス、SNS を用いた広報、インクルーシブな子ども広場に
おける市民参加イベントやまち歩きをしながらユニバーサルデザインについて学ぶワークショップ、 
市主催イベント（アラカンフェスタ）における多様性をテーマにしたトークショーを実施するなど、 
ユニバーサルデザインの普及・啓発に取り組んだ。 

・R6n に改訂及びウェブサイト化を行ったユニバーサル都市・福岡児童向けウェブ副読本の提供を 
開始し、1人 1台端末を活用した小学校での授業等により、普及・啓発に取り組んだ。 
＊ユニバーサル都市・福岡児童向けウェブ副読本の年間アクセス数 R7：121,028 

【課題】 

・少子高齢化の進展、子育て世帯や在住外国人の増加等に伴い、ハード・ソフト両面から誰もが生活し
やすい環境づくりが必要。 

＊高齢者（数・率）の増加 H17：213,380 人（15.4％） → R2：338,930 人(22.1％) 
＊６歳未満の子どもがいる子育て世帯の増加 H17：58,247 世帯 → R2：62,447 世帯 
＊在住外国人の増加 H25：25,963 人 → R7：56,965 人 
＊障がい者の増加 H20n：60,975 人 → R7n：93,836 人 

・ユニバーサルデザインに基づく取組みの認知度は、18 歳～39 歳及び 60 歳代では 70%以上と高くなって
いる一方で、40 歳～59 歳及び 70 歳以上の年代では比較的低くなっている。 

【今後の方向性】 

・40 歳～59 歳及び 70 歳以上の年代におけるユニバーサルデザインに基づく取組みの認知度向上に向け
て、しっかりと伝わるよう普及・啓発を行っていくとともに、若年層に向けて、児童向け副読本や SNS
の活用など、引き続き、各年代に応じた普及・啓発に取り組んでいく。 
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施策１－１ 

人権教育・啓発 

指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

「ハートフルフェスタ福岡」の来場者数 5,208 人 4,778 人 現状維持 
（5,000 人程度を維持） Ｄ 

障がい当事者等の講師派遣実施回数（累計） ― 
(2023 年度) 23 回 150 回 Ｂ 

【進捗状況】 

・「ハートフルフェスタ福岡 2025」の開催 
人権団体主催の講演会や活動紹介を行うとともに、体験型イベントや人権に関するトークイベントを開
催し、来場できない人にはインターネットによる配信も実施した。 

・専門相談窓口における相談対応、障がい者差別解消条例に基づく附属機関の運営や、啓発 
リーフレットの配布、啓発動画放映、出前講座等による周知と啓発に取り組んだ。 

・地域の講座等への障がい当事者等の講師派遣を実施した。 
＊講師派遣の実施回数 R6n：３回 → R7n：20回 

・様々な人権課題について、全教員等を対象に人権教育研修を実施するとともに、全ての小中学校で人
権読本「ぬくもり」を活用した人権学習を実施。 

【課題】 

・人権問題が、多様化・複雑化しているため、各年代の特性に合わせ、様々な媒体や手法を用いた啓発を
推進する必要がある。 

・若年層の人権啓発事業への参加が相対的に少ない状況であるため、引き続き若年層が 
参加しやすい内容等の工夫・改善を行っていく必要がある。 

・障がいを理由とする差別の解消に関する相談に対応するとともに、引き続き障がいへの理解促進と 
差別解消を推進する必要がある。 

・経験年数の短い教員等について、人権教育に関する知識理解の深化と人権意識の高揚が求められる。 
また、人権読本については、社会の変化に対応した見直しの必要がある。 

【今後の方向性】 

・人権啓発事業については、講演会だけでなく、動画配信や体験型イベントなど、市民が身近に人権に触
れる機会を提供できるよう、効果的な広報・啓発を図っていく。 

・若年層の人権啓発事業への参加をさらに促進していくために、若年層が関心をもつテーマ、参加しやす
い日時や場所の設定、SNS 等を活用した広報など工夫して展開していく。 

・福岡市障がい者差別解消推進会議等を通じ、障がい当事者等や関係者の意見を聞きながら、相談対応、
周知・啓発等、引き続き障がいへの理解促進と差別の解消を推進する。また、当事者や事業者等で構成
する啓発に関するワーキンググループを新たに設置し、より効果的な啓発に取り組む。 

・経験年数に応じた研修内容や方法を検討し、人権教育研修の充実を図るとともに、人権読本について、 
社会の変化に即した題材を追加するなど、内容の充実を図る。 
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施策１－１ 

性的マイノリティへの支援 
指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

ふくおかＬＧＢＴＱフレンドリー企業登録企業数 33 社 41 社 60 社 Ａ 

交流事業の再参加希望率 97.3％ 96.6％ 100％ Ｃ 

【進捗状況】 

＊講演会等の開催 R6n：22回 → R7n：18 回 
・「性的マイノリティに関する支援方針」に基づいた支援を実施 
（パートナーシップ宣誓制度、専門電話相談、交流事業、ふくおかＬＧＢＴＱフレンドリー企業登録制
度等） 

【課題】 

・性的マイノリティの当事者の孤立を防ぐため、悩みや情報を共有して安心して過ごすことができる居場
所を提供し続ける必要がある。

・性の多様性に関する正しい理解と認識を深めるため、市民や企業への啓発を継続して実施する必要があ
る。

【今後の方向性】 

・当事者等が安心して参加できるよう工夫しながら交流事業を継続して実施するなど当事者支援を行うと
ともに、様々な場所での講演会等の実施や、ふくおかＬＧＢＴＱフレンドリー企業登録制度への登録呼
びかけなど、市民や企業への啓発に取り組む。
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施策１－１ 

バリアフリーのまちづくり 

指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

ユニバーサルデザインタクシーの導入率 20％ 
（2023 年度) 

26.8％ 
（2025 年度) 

25％ 
（2025 年度) Ａ 

生活関連経路のバリアフリー化率 94.5％ 96.7％ 99％ 
（2025 年度) Ａ 

地下鉄車両優先スペースを改修した編成数 ９編成 22 編成 49 編成
（全編成） Ａ 

【進捗状況】 

・ベンチプロジェクトとして、バス停などの市有地 680 箇所に 807 基、民有地 57箇所に 83 基のベンチ
を設置した。 

・福岡市バリアフリー基本計画に基づき、誰もが使いやすい安全、安心、快適な交通環境づくりを目的
としてタクシー事業者が導入するユニバーサルデザインタクシーへの補助を実施している。 

＊ユニバーサルデザインタクシーの導入率 R6n：24.3％ → R7n：26.8％（見込み） 
※R5n 時点のタクシー総台数を分母として算出 

・地下鉄車両の優先スペースに「小さなお子さまやこども連れ」のピクトグラムを追加するとともに、
床面、壁面のカラーを青色に統一し、一般エリアとの区別を明確化することで、優先スペースを利用
しやすい環境づくりを進めている。 
＊改修が完了した編成数 R6n：9 編成 → R7n:22 編成（令和 10 年度全編成完了予定） 

・エレベーター優先利用案内レーン等の全駅設置が完了（R7n） 
・福岡空港駅エレベーター増設に向けた土木工事を実施（R7n） 
・福岡市道路整備アクションプラン 2028（R7.9 策定） 

＊生活関連経路のバリアフリー化率（市管理の国道･県道･市道） 
R6n：96％ → R7n：96.7％【目標 R10n：99％】 

・勅使社道踏切部の踏切道内誘導表示設置完了 (R8.3) 

【課題】 

・バス停などの歩道にベンチが少ないとの意見が依然としてあり、ベンチ等休憩施設の増設が求められて
いる。 

・高齢者、障がい者等が必要とする情報を取得できる環境整備やコミュニケーション手段の充実が求めら
れている。 

・車両内の優先スペースの利用マナーに関するご意見が依然として寄せられており、優先スペースを必要
とする方が利用できる環境を整える必要がある。 

・昇降機増設については、土木構造上の制約がある中での設置及び駅構内の限られた範囲内でのスペース
確保が必要。 

・生活関連経路以外の道路におけるバリアフリー化のニーズも高い。 

【今後の方向性】 

・引き続き地域をはじめバス事業者及び民間とも連携し、ベンチ等休憩施設の設置促進に取り組んでいく。 
・バリアフリー基本計画の改定にあわせ、「情報バリアフリー」の推進についての記載を追加し、引き続

き、高齢者、障がい者等が必要とする情報を取得できる環境整備やコミュニケーション手段の充実に取
り組んでいく。 

・障がいのある方やその家族・支援者が、必要な情報により早く、わかりやすくアクセスできる環境を整
備するため、スマートフォン向けのアプリケーションを導入する。 

・ユニバーサルデザインタクシーについては、導入状況や生活交通への活用状況などを踏まえながら、補
助による導入促進に取り組んでいく。 

・車両内の優先スペースの壁面のカラー範囲を拡大することで、優先スペースの視認性が向上するよう、
改修を進める。 

・昇降機増設については、引き続きバリアフリールートの充実に向けて、取組みを進めていく。 
・「福岡市バリアフリー基本計画」に基づき、生活関連経路に位置づけられている道路のバリアフリー化を
優先的に進めるとともに、それ以外の箇所においても、歩道のフラット化、踏切道内誘導表示の設置、
横断歩道橋の EV 設置などユニバーサルデザインに基づいた道路整備を推進する。 
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施策１－１ 

インクルーシブな子ども広場の整備・運営 
指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

各区１箇所の整備完了（2025 年度） ― ― ― ― 

【進捗状況】 

・誰もがお互いを理解し、安心して笑顔で、自分らしく遊ぶことができる、インクルーシブな子ども広場
の整備に向けて、整備指針を R5.1 に策定。 

・R8 夏に各区１箇所の整備完了予定。 
＊インクルーシブな子ども広場の設計公園数 R6n：7 公園 → R7n：7公園（延べ数） 
＊インクルーシブな子ども広場の整備公園数 R6n：1 公園 → R7n：5公園（延べ数） 

【課題】 

・整備完了後においても、より良い管理運営の検討・試行を重ね、更なる理解促進や意識醸成を図る必要
がある。 

【今後の方向性】 

・さらに誰もが訪れやすい広場を目指し、管理運営の充実に向けた取組みを試行する。 
・まちづくりや大規模公園整備などの機会を見据え、インクルーシブな子ども広場の更なる充実に向けた
整備の検討を進める。 

 
障がい者スポーツセンターの機能強化 

指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

施設整備方針決定（2025 年度） ― ― ― ― 

【進捗状況】 

・機能強化のあり方を「全ての障がい者がスポーツを楽しみ、挑戦し、障がいの有無に関わらず 
スポーツを通して交流が生まれるインクルーシブなスポーツセンターへの転換を目指す」と定めた。 

・整備のあり方を、機能強化が可能で施設休館も伴わない「移転建替」の方向で進めると決定した。 

【課題】 

・利用ニーズを適切に把握し、施設整備に反映させる必要がある。 

【今後の方向性】 

・新たな福岡市立障がい者スポーツセンターの整備に向けた基本構想を作成する。 

 

ユマニチュードあふれるまちづくり〈再掲１-３〉 
指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

ユマニチュード講座延べ受講者数 約１万人
(2023 年度) 約 6万人 約 10 万人 Ａ 

ユマニチュード実践施設 ５施設 13 施設 16 施設 Ａ 

【進捗状況】 

・家族介護者や専門職向けの実践講座を行うとともに、福岡市が独自で講師を養成し、地域の方々や児童
生徒向けの入門講座を開催した。 

・高齢者施設におけるユマニチュードの効果に係るエビデンス調査を開始した。 
・国内外への情報発信拠点となる「国境なきユマニチュード推進本部」を開設した。 

【課題】 

・国境なきユマニチュード推進本部においてユマニチュードの国際会議を市内で開催するなど、国内外へ
のさらなる普及促進及び知見やノウハウの収集を図る必要がある。 

【今後の方向性】 

・引き続き、「すべての市民がケアに参加するまち」を目指し、対象者別の講座を実施する。 
・国際会議の開催等を通じて得られた高齢者ケアに関する国内外の知見を市内の介護施設等の活動の参考
としていただき、地域全体でのユマニチュードの普及促進に取り組んでいく。 
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施策１－１ 

●男女共同参画意識の浸透

男女共同参画の推進 
【進捗状況】 

・男女共同参画の必要性や将来のキャリア形成への意識を高める中学生向け出前セミナーを実施。
＊中学生向け出前セミナー実施校数（R7n～R9nで市立中学校 71校で実施） 
R6n：20 校 → R7n：25 校 

・市独自の男女共同参画週間「みんなで参画ウィーク」にあわせて実施される地域の主体的な取組みを
支援。
＊「みんなで参画ウィーク」の取組み実施校区数 
R6n：128 校区・地区 → R7n：131 校区・地区 

・男女共同参画に関する講座・講演会の実施や市民グループの活動を支援。
＊市民グループ活動支援事業の実施 R6n：21件 → R7n：15 件 

【課題】 

・男女共同参画社会の実現を阻害する要因である「固定的性別役割分担意識」の解消度は概ね横ばいであ
り、さらに市民の意識啓発に取り組む必要がある。
＊男女の固定的な役割分担意識の解消度 R6n：77.1％ → R7n：79.3％ 

【今後の方向性】 

・「福岡市男女共同参画基本計画（第５次）」に基づき、家庭や地域、職場などあらゆる場において性別に
かかわらず個性と能力を発揮できるよう、引き続き中学生向け出前セミナーの実施や「みんなで参画 
ウィーク」の取組み支援などにより、あらゆる世代への男女共同参画意識の啓発に取り組む。
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施策１－１ 

女性活躍の推進 
指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

「ふくおか女性活躍 NEXT 企業見える化サイト」 
登録企業における女性管理職比率 19.8％ 21.2％ 23％ Ａ 

企業向けセミナー等の参加者数 163 人 131 人 180 人 Ｄ 

【進捗状況】 

・女性活躍に取り組む企業を紹介する「見える化サイト」の運営（H28.8 開設）
＊登録企業数 R6n：373 社 → R7n：392 社 

・健康課題等と仕事の両立支援事業
＊企業への伴走型支援 R6n：10 社 → R7n：10 社 

・女性活躍の課題解決に向けた取組みの支援
＊ふくおか女性活躍ナビの作成 

・男性の育児休業取得促進事業
＊男性の育休取得の手引き等の情報発信 
＊家事・育児シェアシートの配布 R6n：約 4,400 部 → R7n：約 4,200 部 

・再就職を目指す女性向け講座の実施
＊就職支援セミナー R6n：参加者 53人 → R7n：参加者 55 人 

・リーダーを目指す女性向け講座の実施
＊女性のキャリア形成支援セミナー R6n：参加者 36 人 → R7n：参加者 23 人 

・起業を目指す女性向け講座の実施
＊女性のための起業ゼミ、女性の起業スキルアップセミナー 
R6n：参加者 60 人 → R7n：参加者 49人 

＊女性のための起業等支援（ライフシフト）セミナー 
R6n：参加者 30 人 → R7n：参加者 25人 

・アミカス×スタカフェ交流会（起業者交流会）の開催
＊R6n：参加者 16 人 → R7n：参加者 21 人 

・女性活躍推進に関する企業向け講演会の開催
＊R6n：参加者 127 人 → R7n：参加者 108 人 

・社会貢献優良企業優遇制度（次世代育成・男女共同参画支援事業）の実施
＊認定企業数 R6n：233 社 → R7n：235 社 

【課題】 

・働く場における女性の活躍を推進していくためには、これまでの働き方を見直し、長時間労働の是正や
有給休暇の取得促進など、企業における働きやすい環境づくりが重要。

・性別にかかわらず教育、昇進等の機会と待遇が均等に確保されるなど、誰もがそれぞれに望む
キャリアパスを描いて働き続けることができるよう、企業への啓発や支援に取組む必要がある。

【今後の方向性】 

・女性活躍推進法及び「福岡市働く女性の活躍推進計画（第３次）」（福岡市男女共同参画基本計画
(第５次)）に基づき、女性の活躍を推進していく。

・健康課題等と仕事の両立について、企業への啓発・支援に取り組む。
・企業における女性活躍の取組み等を見える化し課題解決のアドバイスを行う「ふくおか女性活躍ナビ」

の活用を推進する。
・企業における男性の育児休業取得促進など、共働き・共育ての推進に取り組む。
・ダイバーシティをテーマとする講演会を開催し、企業における女性活躍への取組みを支援する。
・企業における女性活躍への取組みについて、「見える化」の推進などに取り組む。
・働く女性のキャリア形成支援及び再就職等を目指す女性のための講座や交流機会の提供に取り組む。
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施策１－１ 

困難を抱える女性への支援 

【進捗状況】 

・困難を抱える女性支援連携体制の構築のため、基本計画の策定に先立ち、令和６年度より福岡市困難
女性支援調整連絡会議設置要綱を策定し試行的に実施。 
代表者会議 R6n：１回 → R7n：１回 
実務者会議 R6n：３回 → R7n：２回 

・令和７年度 福岡市女性支援基本計画を策定。 

【課題】 

・困難を抱える女性が相談や支援に繋がるよう、相談窓口や支援施策のさらなる広報周知が必要。 
・相談内容が多様化しており、また複雑に絡み合っていることも多い。 
【今後の方向性】 

・困難を抱える女性が相談及び適切な支援に繋がるよう、広報先の拡大を図るとともに、研修や連絡会等
による女性相談支援員の資質向上及び人材育成に取り組む。 

・複雑で多様な困難を抱える女性の福祉の増進を図るため、包括的な支援体制の構築及び民間団体や関係
機関とのさらなる連携を強化し、官民協働による早期からの切れ目のない支援に取り組む。 
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施策１－１ 

●多文化共生の推進

外国人の生活環境づくり 

指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

転入手続き時の生活ガイダンスの実施件数 7,200 件
(2023 年度) 

10,894 件
(2025 年度) 8,000 件 Ａ 

「友達と日本語で会話できるようになって楽しく過ご
せた」と回答した、日本語指導を終えた児童生徒の割
合 

87.5％ 91.8％ 増加 Ａ 

【進捗状況】 

●行政・生活情報の提供、区役所窓口等の多言語対応など
・生活ルール・マナーの周知啓発のため、転入手続き時の生活ガイダンスや「ウェルカムキット」の配

布、留学生が通う学校等への出前講座等を実施。
・市ホームページ、ラジオ放送など多言語での情報提供を実施するとともに、区役所等でも電話通訳・

映像通訳・AI 多言語音声翻訳アプリを活用した多言語対応を実施。
・市民向けの出前講座など「やさしい日本語」の周知啓発を実施。
・「福岡市外国人総合相談支援センター」を市国際会館に設置し、生活に係る様々な相談について 24言
語で対応するとともに、法律相談や心理カウンセリングなど専門機関による相談会を実施。 

・「福岡市災害時外国人情報支援センター」開設体制の整備（24 言語に対応）。 
●在住外国人への日本語教育の推進
・対面・オンラインで日本語教室を実施するとともに、地域日本語教室に対してボランティア育成や補
助金交付等による支援を実施。

●地域における交流・相互理解の促進
・地域における在住外国人との交流事業に対し、経費やノウハウ等の支援を実施。
・東・博多・南区において、ヒアリング、ワークショップを実施し、在住外国人やその関係機関、地域
住民などと連携した今後の取組みを検討。

＊R7n：東区・博多区・南区にて、ヒアリング約 100 件、ワークショップ各区３回実施 
・市民や地域の異文化理解を促進（姉妹都市との青少年交流事業を実施）
●小中学校及び特別支援学校小・中学部における日本語指導
・日本語指導を必要とする児童生徒が多く在籍する学校など 18校に日本語指導担当教員を配置し、通級

指導や巡回指導を実施。
・日本語の初期指導を必要とする児童生徒に対し、よりきめ細かな支援を行うため、日本語指導担当教員

の補助として、日本語指導員を配置。
・児童生徒の学習時間の確保や保護者の送迎負担の軽減を図るため、日本語指導担当教員による

オンライン日本語指導を新たに実施。
・外国人就学状況訪問調査（R7nd：訪問調査対象人数 73 人）
・就学案内チラシの作成（やさしい日本語・英・中・韓・タガログ・ベトナム・ネパール）

【課題】 

●行政・生活情報の提供、区役所窓口等の多言語対応など
・福岡市は留学生が多く、毎年、外国人学生が転入してくるため、生活ルール・マナーの周知に関する継

続的な取組みが必要。
・外国人数の増加とともに、国籍・地域だけでなく年齢・在留資格なども多様化が進んでいることを踏ま

えた対応が必要。
●在住外国人への日本語教育の推進
・地域日本語教室の継続のため、地域日本語教育に関わる人材の育成やスキルアップなどの支援が必要。
●地域における交流・相互理解の促進
・外国人住民との交流に関心はあるが具体的な手法が分からない地域等に対し、支援や情報提供が必要。
・地域住民と在住外国人の顔の見える関係づくりが必要。
●小中学校及び特別支援学校小・中学部における日本語指導
・日本語指導を必要とする児童生徒は年々増加しており、拠点校の担当するエリアによっては人数の偏り
が生じている。十分な指導時間が確保できるよう指導体制のさらなる充実を図る必要がある。
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施策１－１ 

【今後の方向性】 

●行政・生活情報の提供、区役所窓口等の多言語対応など 
・生活ルール・マナーの周知強化を図り、日本語学校等へ出前講座受講を促していく。 
・引き続き、区役所等での多言語対応を実施するとともに、やさしい日本語の周知啓発を実施する。 
・国が策定した「外国人の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応策」等を踏まえ、全庁的に在住外国
人施策を推進していく。 

●在住外国人への日本語教育の推進 
・福岡よかトピア国際交流財団などと連携、協力して、地域日本語教育に関わる人材の育成など地域の日
本語教室を支援するとともに、外国にルーツを持つ児童生徒を対象とした地域の日本語教室を開催する
など日本語教育の推進に取り組む。 

●地域における交流・相互理解の促進 
・地域における交流について、通訳派遣や企画サポート等の支援を行うほか、好事例の取組みを共有する。 
・姉妹都市との交流事業を通し、市民や地域の異文化理解を促進していく。 
・東・博多・南区においては、令和７年度に検討した取組みを進める。 
・中央・城南・早良・西区においては、在住外国人等との顔が見える関係の構築や、地域の状況を把握す
るとともに、今後の取組みを検討していく。 

●小中学校及び特別支援学校小・中学部における日本語指導 
・日本語指導が必要な児童生徒数の推移等を踏まえ、日本語指導担当教員を増員する。また、対象児童生
徒の状況に応じた日本語指導を行い、いち早く日本の学校生活になじみ、日本語での学習に取り組める
よう支援する。 

・外国人児童生徒の就学促進のため、外国人就学状況訪問調査を実施する。 
・外国人児童生徒の動向に留意しつつ、必要に応じて就学案内チラシの対象言語を拡大する。 

 
医療の国際化 
【進捗状況】 

・「福岡市医療通訳コールセンター」において、医療機関の紹介や受診時などの電話通訳を実施した。 
(20 言語) 

＊件数 R6n：425 件 → R7n：703 件 
・「福岡市医療通訳コールセンター」について、市ホームページやカードの配布などにより、広報を実施し
た。 

【課題】 

・在住外国人及び訪日外国人が増加しているなか、新たに福岡市に在住する外国人等においても適切に医
療機関を受診できるよう、効果的な広報を継続的に行う必要がある。 

【今後の方向性】 

・「福岡市医療通訳コールセンター」の更なる広報の充実を図る。 

 
インターナショナルスクールへの支援〈再掲８-２〉 

指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

継続実施 ― ― ― ― 

【進捗状況】 

・福岡市の国際施策の推進を図る上で外国人児童生徒の教育環境の整備が重要であることから、県や経
済界と連携して福岡インターナショナルスクールの支援を実施している。 

・福岡インターナショナルスクールでは収容定員を増やすため校舎の増築工事を行っており、R8.8に竣
工予定（R7.12 末時点の生徒数は 399人、竣工後は 450 人となる見込み）。 

【課題】 

・福岡インターナショナルスクールにおける教育の場及び質を確保していくことが必要。 

【今後の方向性】 

・引き続き、県や経済界と連携して福岡インターナショナルスクールの運営を支援する。  
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［施策評価シート］ 

①健康づくりに取り組んでいる人の割合 ②生きがいを感じている高齢者の割合

③芸術・文化水準に関する満足度 ④スポーツを週１回以上行っている市民の割合
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施策１-２ 一人ひとりが健やかで心豊かに暮らせる社会づくり 

１ 施策の指標 

 

 

 

２ 事業の進捗状況、指標等を踏まえた「施策の評価」 

○：概ね順調
（参考）前年度の評価 

－ 

＜取組みの方向性＞ 

市民一人ひとりが、本人の意思や個性に応じて、仕事や文化芸術、スポーツなど、様々な分野で生

きがいを持ち、健やかで心豊かに暮らすことができる環境づくりを進めます。 

＜指標の分析＞ 
②については、初期値から微減しており、目標達成に向けて、健康づくりや社会参加支援など、生

きがいの向上につながる施策を引き続き実施していく必要がある。 

③については、横ばいで推移しているものの全国平均を大きく上回っており、福岡市においては、

様々な団体によって高質な文化芸術の鑑賞と活動の機会が提供されている結果だと考えている。 

④については、身近な場所でスポーツを気軽に体験できる事業等に取り組む中、増加傾向にあり、

2021 年度以降最高値となっている。 

達成状況 A 
（目標に向けて順調に進んでいるため） 

達成状況 － 

出典：福岡市福祉局「高齢者実態調査」 

達成状況 Ｃ 
（初期値と同程度にとどまっているため） 

出典：福岡市総務企画局「基本計画の成果指標に関する意識調査」 
及び福岡市福祉局「保健福祉に関する市民アンケート調査」

出典：福岡市総務企画局「基本計画の成果指標に関する意識調査」 
及び福岡市市長室「市政アンケート調査」

※2024 年度が最新値

達成状況 Ｃ 
（初期値と同程度にとどまっているため） 

出典：文化庁「文化に関する世論調査」及び 
福岡市市長室「市政に関する意識調査」 
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施策１－２ 

３ 事業の指標・進捗状況・課題・今後の方向性 
●健康づくりの推進 

ライフステージに応じた健康づくり 
指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

特定健診受診率 
28.3％ 

(2023 年度) 
28.8％ 

(2024 年度) 37.5％ Ｃ 

福岡市がん検診受診率 (2022 年度) (2022 年度)   

 ・胃がん 44.2％ ― 60％ 

― 

 ・大腸がん 41.1％ ― 60％ 

 ・肺がん 42.3％ ― 60％ 

 ・乳がん 42.4％ ― 60％ 

 ・子宮頸がん 44.9％ ― 60％ 

「フレイル」の認知度 16.5％ 
(2022 年度) 30.0％ 40.5％ Ａ 

【進捗状況】 

・「福岡市国民健康保険特定健診・特定保健指導実施計画 第四期」（R6～R11）を策定し、計画に基づき、
特定健診・特定保健指導事業等を実施した。 

・毎月１日～７日を「健診受診推進週間」と設定し、家庭や職場、地域において健診の受診を呼びかける
運動を広く周知した。 

＊特定健診受診率   R5n：28.3％ → R6n：28.8％ 
＊特定保健指導実施率 R5n：30.3％ → R6n：29.8％ 

・がん検診の受診率向上に向けて、節目年齢の方への受診勧奨ハガキの送付、市政だよりや SNS による啓
発などの広報強化を行うとともに、専用 WEB サイトからの予約受付、協会けんぽの特定健診と同時に福
岡市のがん検診を受診できる「コラボ健診」の実施など、健診を受けやすい環境づくりに取り組んだ。 

・歯科口腔保健の推進に向けて、成人期において、18～20 歳や節目の年齢を対象とした歯科健診に取り組
むなど、乳幼児期から高齢期までのライフステージの特性に応じた事業を実施するとともに、ガムを活
用して咀嚼への意識向上を図る取組み「噛む活 FUKUOKA」を実施した。 
＊18～20 歳及び節目年齢対象歯科健診受診者数 R6n：6,046 人 → R7n：6,711 人 

・低栄養改善事業として前年度の健診でやせ傾向のある後期高齢者に、保健師や管理栄養士等が訪問によ
る保健指導を実施した。 

・生活習慣病重症化予防事業として前年度の健診結果が受診勧奨値に該当する後期高齢者へ受診勧奨、生
活習慣改善、フレイル予防の観点から訪問による保健指導を実施した。 

・健康づくり月間（10 月）などの機会を捉えて、健康無関心層を含めた市民が健康づくりに関心を持ち、
取り組むきっかけとなるイベント等を集中的に開催した。 
＊健康づくり月間におけるイベント参加者数（延べ） R6n：5,608 人 → R7n：8,478 人 

・Fitness City プロジェクトとして大博通り西側歩道及び天神北交差点歩道への休憩スポットの整備を
進めるとともにアプリを活用したまち歩きを後押しするイベントなどを実施した。 
＊アプリを活用したイベント参加者数 R7n：2,827 人 

・人生 100 年時代の到来を見据え、誰もが心身ともに健康で自分らしく活躍できる社会を目指す「福岡
100」を産学官民オール福岡で推進している。 

・企業等がつながるミートアップの開催等を通して、産学官民が連携し、企業等がつながるミートアップ
の開催等を通して、新たな事業等の創出を目指す福岡 100 ラボを実施した。 

＊福岡 100ラボによる事業等創出支援件数（累計） R6n：５件 → R7n：９件 
・スポーツクラブ等企業との連携、大学病院との運動プログラム開発や普及、公式 LINE の開設による啓
発の強化を図るとともに、住民主体の通いの場への専門職による支援、医療・健診・介護データが一
定期間存在しない健康状態不明者へのアウトリーチ等を実施した。 
＊LINE 公式アカウント「福岡 100 クラブ ゆるっと健康部」登録数 R7n：1,335 人 ※R7n開設 
＊通いの場への専門職派遣回数、参加延べ人数  R6n:141 回 1,889 人 → R7n:244 回 2,997 人 
＊健康状態不明者へのアウトリーチ後に、フレイル予防の取組みを開始または継続している者の割合 
R7n：88.6％ ※R7nより集計開始 

-41-



施策１－２ 

【課題】 

・福岡市の特定健診受診率は、国の目標（市町村国保 60％）に比べて低い。
＊特定健診受診率 R6n：28.8％（20 指定都市中 17 位） 

・健診受診を定着させるためには、継続受診率を上昇させる取組みが必要である。
・がん検診受診者数は増加傾向だが、目標の受診率 60％に比べて低いため、引き続きがん検診受診率向上

に向けた取組みが必要である。
・定期的に歯科健診を受ける者の割合の増加のため、歯科健診受診率向上に向けた取組みが必要である。
・フレイルや生活習慣病の重症化予防のため、リスクが高い高齢者に対して、家庭訪問によるきめ細かな
保健指導を実施し、介護予防につなげていく必要がある。

・健康づくりに取り組む人の割合のさらなる増加のため、健康無関心層に対する効果的な内容や手法につ
いて検討を行っていく必要がある。

・Fitness City プロジェクトの取組みエリアの拡大にあたっては、各エリアが持つ特性に応じて取り組む
必要がある。

・福岡 100の目指す社会の実現に向け、福岡 100 ラボで創出した事業等の社会実装を支援するとともに、
引き続き、新たな事業等を創出していく必要がある。

・医療や介護のニーズが高くなる後期高齢者がさらに増加していく中、より多くの高齢者が健康づくり・
フレイル予防の必要性を理解し、取り組めるよう仕組みを整えていく必要がある。

【今後の方向性】 

・第四期計画に基づき、特定健診・特定保健指導を効果的かつ効率的に実施する。
・特定健診の個別勧奨の一層の工夫を図るなど、効果が見られた取組みの充実を図る。
・特定健診の WEB 予約の利便性向上や新たな健診機会の創出など、受診しやすい環境づくりを進める。
・継続して広報啓発の強化や健診を受けやすい環境づくりに取り組み、がん検診の受診率向上を目指す。
・オーラルケア 28（にいはち）プロジェクトなどにより、各世代に対し、歯科健診受診のきっかけづくり

となる取組みや啓発を実施する。
・支援が必要な高齢者を的確に把握し、効果的な支援につなげるため、ハイリスク者の抽出や支援の方法

について、事業の実績や国・他自治体の動向を踏まえ、PDCAサイクルにより継続的に見直し改善を図る。 
・企業や大学など多様な主体と連携しながら、健康無関心層を含め、あらゆる世代が健康づくりに関心を
持ち取り組むことができるよう、効果的な健康づくりの支援を実施していく。

・Fitness City プロジェクトについて、これまでの博多駅周辺・天神エリアに加え、取組みエリアの拡大
を検討していく。

・引き続き、企業等がつながるミートアップの開催等を通して、新たな事業等を創出するとともに、社会
実装を支援していく。

・引き続き企業等との連携、運動プログラムの普及展開を図るとともに、LINE など様々なツールを活用し
た市民啓発を強化していく。あわせて、住民主体の通いの場である「よかトレ実践ステーション」の充
実を図るとともに、医療・健診・介護の情報が一定期間存在しない健康状態不明者へのアウトリーチを
行う等、様々な側面からフレイル予防を推進していく。
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施策１－２ 

自殺対策の推進 

【進捗状況】 

・福岡市自殺対策総合計画（計画期間：R5n～R9n）の評価、計画に基づく関係機関の取組みの進捗管理を
実施した。 

・オンラインを活用したゲートキーパー研修、自殺未遂者支援者研修等を通じた人材養成の実施、自死遺
族集いを開催した。 

＊ゲートキーパー養成者数 R６n：26回 3,118 人 → R7n：22回 6,747 人 
・メンタルヘルスに関する理解促進や相談窓口の周知のため、市民講演会、市内のデジタルサイネージで
の動画の放映、ポスター掲示、SNS 広告等（自殺予防キャンペーンによる普及啓発）を実施した。 

・教職員対象「学校における自殺予防」研修を実施し、若者に身近な支援者の対応力向上を図った。 
・大学の学生相談室等での自殺予防啓発カードの配布など、若者への相談窓口の周知に取り組んだ。 
・自殺に関する相談（専用ダイヤル）等の相談支援事業の実施や、多職種チームによる相談支援事業の実
施により、相談支援体制の強化を図った。 

・各区等でのうつ病予防教室（女性を対象とした内容を含む）の実施など、ライフステージの特性に応じ
た心の健康づくりに取り組んだ。 

＊自殺死亡率（人口動態統計、人口 10万人対）R5n：17.0 → R6n：12.9 

【課題】 

・自殺者数は、新型コロナウイルス感染症の影響下にあった R2 年以降は増加傾向にあったが、R5 以降は
減少している。一方で、全国の小中高生の自殺者数は増加しており、こども・若者の自殺対策 
を強化する必要がある。 

・自殺の原因となり得る様々なストレスへの適切な対応など心の健康の保持・増進のため、 
ライフステージの特性に合わせたうつ病予防やメンタルヘルスの正しい知識の普及、相談窓口の周知に
取り組む必要がある。 

・市職員や教職員など市民に接する機会が多い者及び若者など、ライフステージに合わせた適切な対応が
できるゲートキーパーを養成する必要がある。 

・自殺の原因は多岐にわたることから、医療機関はもとよりメンタルヘルス、経済困窮、若者支援など様々
な分野の相談支援を行う民間団体とも連携した支援が必要である。 

【今後の方向性】 

・R5.6 に改定した福岡市自殺対策総合計画に基づき、各関係機関・団体と連携し、自殺対策を推進する。 
・大学等に働きかけ、若者を対象としたゲートキーパー研修の実施、相談窓口の周知など、若年層への取

組みを強化する。 
・メンタルヘルスや経済困窮、若者支援など様々な分野で活動する民間団体の情報収集を行うとともに、

各団体との連携協力を促進する。 
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施策１－２ 
 

ひきこもり支援 
【進捗状況】 

・「福岡市ひきこもり成年地域支援センター（通称「よかよかルーム」）を委託運営し、成年期（概ね 20歳
以上）のひきこもり者支援を実施した。 

・支援者等ネットワーク会議、支援者研修会を開催した。 
・思春期のひきこもり支援を担当するこども総合相談センターと連携を深めるため連絡会議を実施した。 

【課題】 

・面接相談数の増加に伴い、相談室が不足している。 
・ひきこもりの長期化・高齢化による支援の複雑困難化に伴い、より関係課や関係機関との連携が必要で
ある。 

・ひきこもりについて市民への啓発や相談窓口の周知が引き続き必要である。 

【今後の方向性】 

・ひきこもり地域支援センターについて、R8 年度に工事、R9年度に移転し、相談室を増設する等相談環境
の改善、向上を行う。 

・ひきこもり支援者ネットワーク会議や支援者研修会、こども総合相談センターとの連絡会議を引き続き
実施する。 

・ひきこもりについてホームページ等や市民講演会での啓発を継続する。 
 
●生き生きと仕事や社会参加ができる環境づくり 
働く人の Well-being の向上 

指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

登録事業者数 660 事業者 
（2023 年度） 756 事業者 960 事業者 Ａ 

【進捗状況】 

・働く人の Well-being の向上と SDGs の達成に向けて取り組む事業者を支援するため、「福岡市 Well-
being＆SDGs登録制度」における登録事業者の募集（５月、11 月の２回実施）を行うとともに、取組事
例の紹介等を行った。 

【課題】 

・働く人の Well-being の向上に向けて、引き続き、より多くの事業者に対して、「福岡市 Well-being＆
SDGs 登録制度」への参加を促していく必要がある。 

【今後の方向性】 

・ホームページによる広報に加え、業界団体等への周知を行うなど、より多くの事業者への参加を促し、
登録事業者を増やすことで、働く人の Well-being の向上に取り組んでいく。 
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施策１－２ 

高齢者の社会参加支援 
指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

福岡１００プラザの機能強化に伴う施設改修等 
３施設供用開始(2025 年度) 
４施設供用開始(2026 年度) 

― ― ― ― 

就業支援等による新規就業者数 775 人 
(2023 年度) 1,003 人 850 人 Ａ 

【進捗状況】 

・福岡 100プラザは、社会参加の拠点としての機能強化を図るため、キッチンやＤＩＹ機能を持った 
チャレンジルームの整備や交流などのための空間整備を行うなど、順次リニューアルを進めるととも
に、コーディネーターの配置等に取り組んでいる。 
＊施設改修状況 R7n：2 施設済 R8n：５施設予定 R9n:1 施設予定 
＊福岡 100プラザ事業参加者数 R6n：186,887 人 → R7n：151,909 人  

※リニューアル改修工事に伴い、令和７年１月より順次休館期間あり 
・高齢者が年齢を重ねても意欲などに応じて社会で活躍することができるよう、企業への高齢者雇用の働
きかけを行うとともに、「シニア・ハローワークふくおか」も活用しながら、働きたい高齢者の就業支援
に取り組んだ。 
＊高齢者雇用の求人受理数 R6n：181社 809人 → R7n：162 社 543 人 
＊就業・創業セミナー R6n：38 回 342 人 → R7n：52 回 342人 
＊シニア・インターンシップ R6n：4回 15 人 → R7n：4 回 19 人 

・健康づくりや社会奉仕活動など、地域で様々な活動を行っているふくふくクラブ福岡（老人クラブ）を
支援するため、活動費の助成、事務負担軽減のためのサポート等を行った。 
＊単位クラブへの活動費の助成  R6n：615 クラブ → R7n：588 クラブ 
＊事務負担軽減のためのサポート R6n：32 クラブ →  R7n：31クラブ 

【課題】 

・福岡 100プラザについて、工事の入札不調により供用開始時期が遅れている施設がある。 
・高齢者の就業意欲が高い一方で、高齢者の希望する仕事が見つからない等のミスマッチが生じている。 
・ふくふくクラブ福岡について、クラブの解散が続いている。 

【今後の方向性】 

・全施設改修工事に着手できているため、早期の工事完了・供用開始を目指す。 
・社会参加のすそ野を広げるため、福岡 100プラザへのコーディネーターの配置、催しや講座などの企画
実施、身近な地域で福岡 100プラザの講座等を提供する出張福岡 100 プラザなどを引き続き実施する。 

・高齢者の就業支援や企業への高齢者雇用の働きかけを推進し、働きたい高齢者と企業の雇用を 
マッチングする仕組みや環境をつくるとともに、多様な働き方の発信を行う。 

・福岡市老人クラブ連合会と連携し、ふくふくクラブ福岡の活性化に向けた体制や支援を充実する。 

  

-45-



施策１－２ 

企業立地・産業集積の促進〈再掲６-４〉 
指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

企業訪問・面談回数 
1,081 回 
(2015～2024 
年度平均) 

1,262 回 
現状維持 
(1,000 回程度

を維持) 
Ａ 

【進捗状況】 

・立地交付金や地方拠点強化税制の活用、在京企業に向けたプロモーションや進出サポートなどを通して、
国内外企業に対する誘致活動を行った。

・13 年連続で成長分野・本社機能の立地企業数 50社以上を達成した。
・東京一極集中におけるリスク分散やテレワークの進展で、地方都市での拠点開発を検討する企業も増
えている。

【課題】 

・本社機能や知識創造型産業をはじめとした成長性が高い分野については、多くの都市が誘致に取り組ん
でおり、企業立地をめぐる都市間競争、国際間競争が激化している。

・進出企業数は順調に推移しているが、次世代を担う若者が東京圏などへ流出している現状を踏まえ、本
社機能や成長分野の企業、グローバル企業などの立地を促進し、高付加価値なビジネスの集積につなげ、
雇用を創出する必要がある。

・福岡市が集積を図ることとしている分野・機能においては、市場規模の伸長などにより、エンジニアを
はじめとした人材不足が喫緊の課題。

【今後の方向性】 

・立地交付金制度や地方拠点強化税制等の活用、国内外でのトップセールスによる情報発信や、福岡市へ
進出可能性のある企業への訪問、国内外の経済団体等との連携強化により、本社機能や情報関連産業・
デジタルコンテンツ等の知識創造型産業をはじめ成長性が高い分野の企業誘致を推進する。

・特に、雇用創出効果の高い大規模開発拠点・本社機能や半導体関連産業を重点的に誘致し、高付加価値
のビジネスや雇用創出につなげる。

・『オフィスの在り方』や『働き方』への価値観が急速に変化するなか、多様化するオフィスニーズに合わ
せた柔軟な誘致活動を強化し、魅力ある企業の誘致を行うとともに、専門性の高い人材の集積に向けた
情報発信等を行う。 

国際金融機能の誘致〈再掲６-４〉 

指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

外資系金融機関等への訪問・面談数 357 回 412 回 
現状維持 
(350 回程度) 

Ａ 

【進捗状況】 

・国際金融機能の誘致を目指す産学官の推進組織「TEAM FUKUOKA」で、台湾やアメリカの資産運用業な
どを誘致。

【課題】 

・国際金融都市としての認知度向上に向け、関係機関等とも連携した更なるプロモーションが必要。
・誘致企業と地元企業とのマッチングなどによる、ビジネス機会の創出が必要。

【今後の方向性】 

・金融・資産運用特区の規制改革等を活用し、「TEAM FUKUOKA」による国際金融機能誘致の取り組みを加
速させ、国内外の資産運用業等の集積を図ることで、グローバルな人材が活躍し、継続的に
イノベーションが生まれる国際都市を目指す。
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施策１－２ 

創業環境の充実〈再掲７-３〉 
指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

「Fukuoka Growth Next」が支援した 
スタートアップの資金調達額 

約 82億円 約 264 億円 100 億円 Ａ 

【進捗状況】 

・官民共働型スタートアップ支援施設「Fukuoka Growth Next」において、起業相談・開業手続き支援な
どを行うスタートアップカフェの運営と、資金調達・販路拡大など急成長を目指す企業への成長支援
を一体的に実施し、創業準備期から成長フェーズまで一気通貫で支援を行っている。 

【課題】 

・スタートアップの事業がさらに加速できるよう、企業を取り巻く環境や状況に応じた支援内容の精緻化
と充実が求められている。 

【今後の方向性】 

・支援対象のスタートアップをネットワーク化し、Fukuoka Growth Next 入居企業に限定せず、資金調達
や販路拡大に向けた支援を実施するほか、企業を取り巻く環境や状況に応じた集中支援を行う 
プログラムを提供することで、市内スタートアップのより高い成長を目指す。 

 
●文化芸術の振興 
アートイベントの開催 

指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

「FaN Week」の来場者数 約30,000 人 41,516 人 36,000 人 Ａ 

【進捗状況】 

・市美術館やアジア美術館との連携イベント「FaN Week」は、幅広いアートに触れる機会を創出し、新た
なファン層を取り込むことを目的として実施。 
2025 年 9 月 13 日（土）～9月 28 日（日）16 日間 

（場所/展示等） 
市美術館：コレクターズ展、Fukuoka Wall Art Project 
アジア美術館：ベストコレクションⅢ、ベトナム、記憶の風景展 
アーティストカフェフクオカ：アジア美術館レジデンス成果展、グランドスタジオ特別展示 
ワンビル：福岡現代作家ファイル 
マリンメッセ福岡 B館：アートフェアアジアフクオカ 2025 

【課題】 

・「魅力的で特別感がある展示を行っているが、展示期間が短く、もったいない」との意見あり。 
・子ども、障がいのある方が楽しめるイベントやワークショップが少ない。 
【今後の方向性】 

・県内外からより多くの来訪者を創出するため、開催期間を延長するとともに、美術館等と連携しながら
広報を強化。 

・既存のパブリックアートを活用した市内周遊施策を検討。 
・子どもや障がい者が一緒にアートを楽しめるイベント等の開催。 
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施策１－２ 

誰もが身近に文化芸術を楽しめるまちづくり 
指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

文化芸術を鑑賞する市民の割合 61.2％ 68.9％ 75％ Ａ 

【進捗状況】 

・美術館・アジア美術館・博物館において、様々なテーマの展覧会などを実施するほか、博多座や市民
ホールにおいて、演劇・音楽等の多彩な公演が開催され、多数の市民の来場があった。
＊美術館 コレクション展観覧者数  R6n：241,415 人 → R7n：265,067 人
＊アジア美術館 コレクション展観覧者数   R6n： 80,706 人 → R7n：45,455 人

（R7.12.1 から R8.3.31 まで休館） 
＊博物館 常設展・企画展観覧者数  R6n：121,412 人 → R7n：122,924 人
＊博多座   入場者数（市民檜舞台の月を除く） R6n：392,198 人 → R7n：389,462 人
＊市民ホール 利用者数   R7n：416,024 人 

・また、市民が気軽に文化芸術に触れられる機会として、民間の博物館等と連携した。
福岡ミュージアムウィークなどの無料や安価で楽しめる各種文化芸術イベントを実施した。
＊福岡ミュージアムウィーク スタンプラリー参加人数 R6n：1,288 人 → R7n：1,250 人
＊Live＠ミュージアム等 ステージイベント来場者数   R6n：3,280 人 → R7n：3,486 人 

・子どもについては、小学校へのアーティスト派遣や、貸切バス代等を助成して美術館・
アジア美術館・博物館における対話型アート鑑賞などを実施した。

＊対話型アート鑑賞の推進 R6n：受入校数 延べ 87校  → R7n：受入校数 延べ 87校 
＊小学校へのアーティスト派遣   R6n：84校 7,234 名   → R7n：82校 7,687 名
＊小学校演劇鑑賞プログラム R7n：19校 1,694 名 

・障がい者等については、特別支援学校へのアーティスト派遣や、障がいの有無等に関わらず誰もが参
加できる音楽会を実施した。

＊特別支援学校へのアーティスト派遣    R6n：３校 350名→R7n：２校 277 名 
＊音楽会「みえる かんじる 新しい第九」 鑑賞者数 R7n：785 名 

・また、博多座や市民ホールにおいても、子どもや障がい者を対象とした鑑賞事業を実施した。
＊博多座、市民ホール 鑑賞事業（件数・鑑賞者数）  R6n：2 件 793人→R7n：8 件 1,377 人 

【課題】 

・市主催の文化芸術イベントについては、市民等の認知度が高くなく、来場者の広がりが求められている。 
・市民の文化芸術鑑賞の場である、博多座などの文化施設においては、今後、適切に修繕を実施していく
必要がある。

・子どもについては、家庭の事情に左右されず文化芸術に触れることができる学校での取組みが重要であ
り、障がい者については、障害者差別解消法の改正によって、民間事業者にも合理的な配慮が義務付け
られたため、市の取組みの充実だけでなく、民間事業者による取組みの支援が重要となっている。

【今後の方向性】 

・市主催の文化芸術イベントについては、内容と広報の充実を図り、より多くの市民の来場を促進する。
・博多座については休館を伴う大規模修繕を計画しており、R8nは基本設計や工事部品等の発注を行う。
・子どもについては各種取組みの対象校数等を拡大するとともに、障がい者については、美術館等におい

て手話通訳付きの鑑賞ツアー等の充実を図るほか、R8n 開始の「文化芸術鑑賞サポート推進事業」によ
る民間団体への助成や研修により、インクルーシブな取組みの促進に努める。
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施策１－２ 

文化芸術活動者が活躍できるまちづくり 

指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

文化芸術を行う市民の割合 17.2％ 21.7％ 25％ Ａ 

【進捗状況】 

・博多座や市民ホールや音楽・演劇練習場等において、音楽・演劇等に関する発表や練習の場を提供した。 
＊市民ホール       稼働率 R7n：85.5％（各諸室平均、日別） 
＊音楽・演劇練習場    稼働率 R6n：84.9％ →R7n：88.3％（４施設平均、回数別） 
＊博多座 出演団体数（市民檜舞台の月）  R6n：6 団体→R7n：4 団体 

・文化芸術振興財団において、文化芸術活動者の発表の場としての市民芸術祭の開催、 
アーツカウンシル福岡として文化芸術活動者からの相談対応、活動経費の一部助成を実施した。 

＊アーツカウンシル福岡          R6n：相談対応件数 119 件→R7n：相談対応件数 124件 
＊FFAC ステップアッププログラム R6n：申請 34 件・助成 14 件→R7n：申請 31 件・助成 16 件 

・福岡市文化賞や福岡アートアワード等の顕彰を実施した。 
・アジア美術館において国内外のアーティストを招聘し、作品制作の場を提供するとともに、より多く
の人に鑑賞してもらうため、集客イベントに時期をあわせて成果展を実施した。また、台湾の高雄市
との交換プログラムとして、台湾の作家を福岡へ招聘し、福岡の作家を台湾へ派遣した。 

＊アジア美術館アーティスト・イン・レジデンス 
招へいアーティスト数 R6n：8 組 → R7n：7組（海外 5人、国内 2人） 

＊成果展 入場者数   R6n：2 回／54,446 人 → R7n：２回／14,154 人 

【課題】 

・音楽・演劇練習場においては、高い稼働率で推移し、利用申し込みも多い状況にある。 
・市民芸術祭の参加団体等は、コロナ禍前と比べると減少しており、特に伝統・生活文化の分野について
は高齢化の影響が大きく、減少傾向にある。 

・文化芸術振興財団においては、社会情勢の変化と文化芸術活動者のニーズを踏まえ、助成事業等を実施
していく必要がある。 

【今後の方向性】 

・音楽・演劇練習機能については、市民センター等の改修にあわせて防音機能を備えた音楽室の設置など 
を進めていく。 

・市民ホールや音楽・演劇練習場の指定管理者の事業として文化芸術活動者に発表の機会を提供する。ま
た、特に伝統・生活文化の分野に関しては、次世代へ継承していく観点から、学校での体験の機会創出
に取り組む。 

・継続的に各種文化芸術活動者の現状やニーズを把握し、適切な支援に取り組んでいく。 
・文化芸術振興財団においては、今後の事業及び運営の方向性をまとめた中期経営計画を策定し、文化芸
術活動者への効果的な助成や支援等を推進していく。 
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施策１－２ 
 

美術館・アジア美術館・博物館の魅力向上 
指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

美術館利用者数 667,556 人 751,427 人 670,000 人 Ａ 

アジア美術館利用者数 380,306 人 253,024 人 460,000 人 Ｄ 
博物館リニューアル 
広場供用開始(2026 年度) 
本館供用開始(2028 年度)  

― ― ― ― 

【進捗状況】 

・福岡市美術館においては、コレクション展示（近現代）において空間デザインを活用した展示を行う
とともに、音声ガイドによる紹介も行い、作品鑑賞の充実に取り組んだ。 

・アジア美術館については、展示や装飾の工夫を行うとともに、SNS 等を活用し、プロモーション動画に
よりコレクション展の魅力を発信した。また、警固公園地下への施設拡充に向けた基本計画の策定や
最適事業手法等の検討を実施した。 
＊アジア美術館施設利用者数 R6n：380,306 人→R7n：253,024 人 

（R7.12.1 から R8.3.31 まで休館） 
・博物館においては、南側広場整備工事に着手し、2026 年度中の供用開始予定。本館供用開始について

は 2028 年度以降。 
【課題】 

・福岡市美術館においては、多くの方々にご利用いただき目標を達成したが、引き続き、広報等に努め、
新規来館者の取り込みに努力していきたい。 

・アジア美術館については、来館者から高い評価を得ているものの、来館者数は伸び悩んでいる。 
・博物館リニューアルの着実な推進。 

【今後の方向性】 

・美術館及びアジア美術館において、空間デザインを刷新し、コレクション展示の充実を図るとともに、
警固公園地下への施設拡充に係る基本設計等を実施する。 

・博物館においては、幅広い観光客をターゲットとした文化観光の拠点や文化を次世代へ継承する拠点等
としての機能向上や運営体制の強化を目指し、リニューアルを推進する。 

 
●スポーツ・レクリエーションの振興 

福岡マラソンの開催 

【進捗状況】 

・福岡マラソン 2025を開催。 
＊福岡・糸島市民枠申込者数  
＊申込者数（全種目） R6ｎ：27,551 人 → R7ｎ：29,582 人 
＊出走者数（全種目） R6ｎ：14,449 人 → R7ｎ：15,102 人 
＊ボランティア参加者数（延べ） R6n：3,566 人 → R7ｎ：3,514 人 

【課題】 

・市民スポーツの振興に寄与する「福岡マラソン」を今後も安定して持続的に開催していくためにも、さ
らに大会の魅力・価値を高めることが必要。 

・事業費が年々増嵩しており、経費縮減と収入確保の取り組みにより、持続可能な大会運営を実現してい
く必要がある。 

【今後の方向性】 

・「する・みる・ささえる」そのすべてが一体となった全員参加型の大会となり、広く市民に愛される福岡
の秋の風物詩となるよう、参加ランナーのみならずボランティアや地域の方々の満足度を向上させるよ
うな取組みを積極的に実施していく。 

・事業費の約３割を占める協賛金を持続的に獲得するため、協賛企業のニーズに適応し、協賛メリットの
向上を図るとともに、新規協賛企業の開拓を図る。 
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施策１－２ 

子どものスポーツ体験機会の充実 

【進捗状況】 

・総合体育館、市民体育館、各区の地区体育館・プールなどで、子どもが楽しめるスポーツ教室等を実
施。 

・スポーツ協会と連携し、スポーツ体験ランドを実施。 
＊スポーツ体験ランド R6ｎ：7回／1,400 人 → R7ｎ：6回／1,082 人 

・夏休みプール開放事業 
＊R6n：24,374 人 → R7n：23,309 人 

【課題】 

・生涯にわたってスポーツを継続していくためには、子どもの頃からスポーツを楽しむ習慣を持つことが
必要であり、運動好きな子どもや日常から運動に親しむ子どもを増加させていく必要がある。 

【今後の方向性】 

・子どもたちがスポーツの楽しさを感じ、自ら進んで運動やスポーツに親しむことができるよう、体験や
きっかけづくりとして、子どもがスポーツに触れる機会の充実に取り組んでいく。 

 

スポーツ施設の改修 

【進捗状況】 

・各区の体育館及びプールについては、アセットマネジメント計画及び長期保全計画に基づき大規模改
修を実施（H22n～） 

＊各区体育館及びプールの大規模改修工事実施数（累計）R6n：14 館 → R7n：16館 

【課題】 

・各区の体育館及びプール、大規模公園施設の老朽化に伴う大規模改修については、財政負担の軽減や平
準化を図りながら計画的に取り組む必要がある。 

【今後の方向性】 

・各区の体育館及びプールの大規模改修については、年１施設ずつなど市民の利便性の確保と財政負担の
軽減を図りながらすべての施設で実施。 

 
今宿野外活動センターリニューアル 

指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

供用開始(2026 年度) ― ― ― ― 

【進捗状況】 

・令和９年３月のリニューアルオープンを目指し、老朽化した施設の解体工事を行うとともに、整備に
係る契約等の手続きを進め、設計・施工に着手した。 

【課題】 

・多くの市民に利用される施設としていくためには、周辺地域や関係団体等と連携を図りながら、魅力的
なサービスを提供していく必要がある。 

【今後の方向性】 

・令和９年３月のリニューアルオープンに向け、着実に工事を進めるとともに、ＳＮＳ等を活用した効果
的な広報を行っていく。また、周辺地域や関係団体等と協議を行いながら、カフェやキャンプ事業、自
然体験教室など、民間活力による魅力創出に取り組む。 
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施策１－２ 
 

ボートレース福岡パーク化 
指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

供用開始(2026 年度) ― ― ― ― 

【進捗状況】 

・R5n 基本計画、実施方針・要求水準書(案)を策定 
・R6n 公募を開始し、優先交渉権者を決定 

基本契約を締結後、設計施工一括契約による設計に着手 
・R7n 設計施工一括契約による工事に着手 

【課題】 

・近隣施設と連携した天神北エリア一帯のにぎわい創出が求められる。 
【今後の方向性】 

・初心者から上級者まで誰もが楽しめる国内最大級の屋内型スケートボード場を令和８年 10 月開業に向
けて整備する。 

 
障がい者スポーツセンターの機能強化〈再掲１-１〉 

指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

施設整備方針決定（2025 年度） ― ― ― ― 

【進捗状況】 

・機能強化のあり方を「全ての障がい者がスポーツを楽しみ、挑戦し、障がいの有無に関わらず 
スポーツを通して交流が生まれるインクルーシブなスポーツセンターへの転換を目指す」と定めた。 

・整備のあり方を、機能強化が可能で施設休館も伴わない「移転建替」の方向で進めると決定した。 

【課題】 

・利用ニーズを適切に把握し、施設整備に反映させる必要がある。 

【今後の方向性】 

・新たな福岡市立障がい者スポーツセンターの整備に向けた基本構想を作成する。 

 
インクルーシブな子ども広場の整備・運営〈再掲１-１〉 

指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

各区１箇所の整備完了（2025 年度） ― ― ― ― 

【進捗状況】 

・誰もがお互いを理解し、安心して笑顔で、自分らしく遊ぶことができる、インクルーシブな子ども広場
の整備に向けて、整備指針を R5.1 に策定。 

・R8 夏に各区１箇所の整備完了予定。 
＊インクルーシブな子ども広場の設計公園数 R6n：7 公園 → R7n：7公園（延べ数） 
＊インクルーシブな子ども広場の整備公園数 R6n：1 公園 → R7n：5公園（延べ数） 

【課題】 

・整備完了後においても、より良い管理運営の検討・試行を重ね、更なる理解促進や意識醸成を図る必要
がある。 

【今後の方向性】 

・さらに誰もが訪れやすい広場を目指し、管理運営の充実に向けた取組みを試行する。 
・まちづくりや大規模公園整備などの機会を見据え、インクルーシブな子ども広場の更なる充実に向けた
整備の検討を進める。 
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施策１－２ 

公園の整備・活用の推進〈再掲４-２〉 

指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

身近なところに公園があると感じている市民の割合 89.7％ 91.8％ 
現状維持 
(90％程度を維持) 

Ａ 

新たに地域や企業等と連携していく公園の数（累計） ― ７公園 40 公園 Ｂ 
【進捗状況】 

・新たな公園の整備について、市民に身近な公園は、浦田南公園など２公園を整備（拡張も含む）。大規
模な公園は、早良運動公園の整備に向けて用地取得や実施設計に着手。 
また、市⺠の貴重な財産である樹⽊を⼤切にするため、公共⼯事に伴い発⽣する移植⽊を活⽤して、⾃
然が楽しめる⾵致公園の整備（フォレストパーク事業）に向けて、測量や調査、基本計画の検討を実施。 

・既存公園の再整備について、藤田公園など９公園を整備。 
・公園の活用について、公園愛護会制度やコミュニティパーク事業など、市民や企業などの多様な主体と
の共働による利活用を推進。 
＊公園愛護会団体数 R7n：1,357 団体 
＊企業版公園愛護会団体数 R7n：７団体（うち R7新規：７団体） 
＊市と地域とのコミュニティパーク事業協定締結数（累計）R7n：７か所 

【課題】 

・新たな公園の整備について、まとまった公園用地の確保が困難であることから、公共施設の廃止などの
様々な機会を捉え、用地の確保に努めるなど、財政負担も考慮しながら検討する必要がある。 

・既存公園の再整備については、整備後、数十年経過した老朽化した施設による事故や災害を防止するた
め、計画的な修繕や更新に取り組む必要がある。 

・公園の活用については、人口の増加や高齢化などの社会環境の変化や、土地の特性、地域のニーズを踏
まえながら、みどりの役割を発揮できるように取り組む必要がある。 

【今後の方向性】 

・市民に身近な公園については、公園の配置状況など校区特性を踏まえ、適正に配置に取り組む。総合的
なスポーツやレクリエーション施設をもった大規模な公園については、全市的な配置バランスを考慮し
ながら整備を進める。 

・既存公園については、園内の老朽化した施設について、長寿命化計画を踏まえ計画的な補修や改修、更
新等に取り組むとともに、公園の特性や地域のニーズに応じて再整備を行う。 

・公園をみどりの資産として捉え、市民・企業等の多様な主体との共働により、憩いや運動、健康・福祉
の増進など多様な利活用を推進するとともに、管理等の充実を図る。 
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［施策評価シート］ 

①福祉の充実に対する満足度
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(割合)

(年度)

目標値

（ｻﾝﾌ゚ ﾙ数）

(2,380) (2,122) (1,730) (2,300) (2,299)

初期値

施策１-３ すべての人が安心して暮らせる福祉の充実 

１ 施策の指標 

 

 

２ 事業の進捗状況、指標等を踏まえた「施策の評価」 

○：概ね順調
（参考）前年度の評価 

－ 

＜取組みの方向性＞ 

年齢や障がいの有無などに関わらず、住み慣れた家庭や地域で安心して自分らしく暮らし続けるこ

とができるよう、福祉・介護等のサービスを継続的に提供できる体制の構築を進めます。 

＜指標の分析＞ 
前年度から増加しており、福祉・介護サービス等の充実や、障がい者の地域生活及び社会参加の支

援など、様々な福祉施策に着実に取り組んだ結果、福祉の充実に対する総合的な満足度の向上につな

がったものと考えられる。 

出典：福岡市市長室「市政に関する意識調査」 

達成状況 A 
（目標に向けて 

順調に進んでいるため） 

第９次福岡市基本計画 
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施策１－３ 

３ 事業の指標・進捗状況・課題・今後の方向性 
●福祉・介護サービス等の充実 

ユマニチュードあふれるまちづくり 
指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

ユマニチュード講座延べ受講者数 約１万人
(2023 年度) 約 6万人 約 10 万人 Ａ 

ユマニチュード実践施設 ５施設 13 施設 16 施設 Ａ 

【進捗状況】 

・家族介護者や専門職向けの実践講座を行うとともに、福岡市が独自で講師を養成し、地域の方々や児童
生徒向けの入門講座を開催した。 

・高齢者施設におけるユマニチュードの効果に係るエビデンス調査を開始した。 
・国内外への情報発信拠点となる「国境なきユマニチュード推進本部」を開設した。 

【課題】 

・国境なきユマニチュード推進本部においてユマニチュードの国際会議を市内で開催するなど、国内外へ
のさらなる普及促進及び知見やノウハウの収集を図る必要がある。 

【今後の方向性】 

・引き続き、「すべての市民がケアに参加するまち」を目指し、対象者別の講座を実施する。 
・国際会議の開催等を通じて得られた高齢者ケアに関する国内外の知見を市内の介護施設等の活動の参考
としていただき、地域全体でのユマニチュードの普及促進に取り組んでいく。 
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施策１－３ 
 

認知症の人にもやさしいまちづくり 

指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

認知症を正しく理解するために行動している人の割合 32.2% 
(2022 年度) 41.0％ 50% Ａ 

認知症フレンドリーセンター来館者数 8,523 人 7,775 人 9,000 人 Ｄ 

【進捗状況】 

・認知症の人が、住み慣れた地域で安心して自分らしく暮らせるよう、認知症フレンドリーセンターを
拠点に、認知症の理解の促進や認知症の人の活躍の場の創出、国内外への取組み発信などを行ってい
る。 

・認知症の人や家族が自分らしく認知症とともに社会参加できるよう、「福岡オレンジパートナーズ」の
運営や「認知症の人にもやさしいデザイン」の導入促進など、認知症フレンドリーなまちづくりの推
進を図っている。 

・認知症カフェの開設促進や本人ミーティングの実施により、認知症の人やその家族の交流の場や居場
所づくりを促進し、認知症の人も当事者の暮らしを支える担い手として活動できるよう支援してい
る。また、介護者の精神的・身体的負担の軽減を図るため認知症の人の見守りネットワーク事業や家
族の相談・助言事業を実施した。 

＊認知症の人にもやさしいデザインの導入施設 R6n：122 施設 → R7n：146 施設 
＊認知症カフェ開設数 R6n：51 か所 → R7n：51か所 
＊企業向け勉強会「NEXT ミーティング」 R6n：6回 →R7n：6回  
＊オレンジ人材バンク登録者数 R6n：22 人 → R7n：28 人 
＊認知症の人の見守りネットワーク事業登録制度利用者数 R6n：1,199 人 → R7n：1,340 人 

【課題】 

・認知症の理解を深めるため、あらゆる機会を通じて市民への普及啓発を推進する必要がある。 
・「認知症の人にもやさしいデザイン」の認知度向上に向けた取組みを強化するとともに、産学官民 
オール福岡で認知症の人の活躍の場を創出するため、企業をはじめ、あらゆる関係者に認知症施策の
周知を図る必要がある。 

・認知症の人やその家族の居場所づくりや介護者の精神的・身体的負担を軽減し、安心して暮らせる環
境づくりが必要である。また、認知症の人の見守りについては、効果的な支援等につながるよう、関
係機関との連携や事業内容の周知・広報に取り組む必要がある。 

【今後の方向性】 

・認知症の人の数の増加が見込まれていることから、認知症に関わる産学官民の様々な団体との連携を
強化し、オール福岡で認知症フレンドリーシティを目指した取組みを推進していく。また、認知症と
ともに生きる「共生」を推進するため、オレンジ人材バンクなどの取組みを通じて認知症の人が活躍
する場を創出するとともに、認知症に関する市民への普及啓発をさらに推進していく。 
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施策１－３ 

成年後見制度の利用促進 
指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

「成年後見制度」の認知度 29.0% 
(2022 年度) 25.6％ 42％ Ｄ 

市民後見人受任数 7人 
(2023 年度) 

25 人 
(2023～2025 年度) 37 人 Ａ 

【進捗状況】 

・認知症、知的障がい又は精神障がい等で判断能力が十分でない人の権利擁護のため、成年後見推進 
センターを運営し、制度の広報啓発、相談機関や成年後見人等への支援、市民後見人の養成を行うなど、
成年後見制度の利用促進に取り組んだ。 

＊成年後見推進センター相談実績 R6n：1,389 件 → R7n：1,368 件 
＊市民後見人受任数 R6n：累計 14 人（年度中 7人） → R7n：累計 25人（年度中 11 人） 

【課題】 

・複合的な課題を抱えた事例が増加しているほか、高齢者人口の増加とともに成年後見制度の利用を必要
とする人の増加が見込まれる。 

【今後の方向性】 

・成年後見推進センターを中心に、家庭裁判所や弁護士会などの専門職団体と連携し、成年後見制度の利
用促進を図っていく。 

・制度の担い手として、地域住民の視点で本人に寄り添った支援を行う市民後見人の育成・活動支援に取
り組む。 

・引き続き成年後見制度普及のための広報を行うとともに、司法・医療・福祉などの関係団体・機関で構
成された「権利擁護支援ネットワーク」を活用しながら、関係者と連携した権利擁護支援に取り組む。 

 
福祉人材確保・外国人介護人材受入支援 

指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 
介護労働者の離職率 
（訪問介護員、介護職員を合わせた 2 職種の離職率） 14.3％ ― 全国平均以下 ― 

新たに外国人を雇用した介護事業所の数 ― 5事業所 25 事業所 Ｂ 

【進捗状況】 

・介護人材の確保のため、介護職員初任者研修の無料開催や介護の魅力発信についての検討、介護福祉
士養成施設等と連携したイベント等を実施した。また、介護事業所における国内外からの人材の確保
を支援するため、「福岡市介護人材交流・サポートセンター」を開設し、福岡市や介護の魅力の国内外
へのＰＲや、関係機関との連携などに取り組んだ。 
＊「介護職員初任者研修」の無償開催、資格取得者と介護事業所とのマッチングを実施 
介護職員初任者研修開催数、資格取得者数、就職者数 
R6n:６回、134 人、42 人 → R7n:３回、136 人、53人 
国内在住外国人向け介護職員初任者研修の無料開催数、資格取得者数 
R7n:1 回、21 人 

＊海外からの特定技能外国人と介護施設のマッチング等の支援を実施 
内定数 R6n：６事業所 12 人 → R7n ：５事業所 10 人 

【課題】 

・資格取得が条件となっている介護職種の求職者のハードルを下げる取組みを進めていき、福祉・介護
人材のすそ野拡大、定着の促進を図る必要がある。 

【今後の方向性】 

・介護人材の確保に向け、介護の魅力発信や国内外の新たな人材の就労支援に取り組む。 
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施策１－３ 

介護事業所の経営力強化等支援 
指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

コンサルタントによる支援を受けた介護事業所の数 30 事業所 82 事 業 所 100 事業所 Ａ 

【進捗状況】 

・介護サービスの安定的な運営を図るため、経営改善のためのコンサルタントの派遣を行うとともに、
ＤＸの手本となり目標となるようなモデル介護事業所の育成、市内多数の介護事業所への介護
テクノロジーの導入支援を行い、ＤＸの推進に取り組んだ。
＊経営改善に向けたコンサルタント派遣を実施
参加事業所数、コンサルタント派遣回数 
R6n：30 事業所、各事業所 10回 → R7n：52 事業所、各事業所３～４回 

＊介護サービスのＤＸを推進するためコンサルタント派遣を実施 
参加事業所数 R6n：３事業所 → R7n：３事業所 

【課題】 

・経営改善・ＤＸの推進、定着促進のため、より一層働きやすい職場環境を整えていく必要がある。

【今後の方向性】 

・介護サービスの安定的な運営を図るため、引き続き、経営改善に向けたコンサルタント派遣を行うとと
もに、介護テクノロジーの活用支援などを行うことで、介護サービスのＤＸを推進する。

介護施設の整備促進 

【進捗状況】 

・第９期福岡市介護保険事業計画（R6n～R8n）に基づき、特別養護老人ホーム・地域密着型サービスを
整備。
＊R7n 末までの累計整備実績／第９期介護保険事業計画累計目標整備量
特別養護老人ホーム：6,481 人分／6,581 人分 
認知症高齢者グループホーム：2,203人分／2,535 人分 
小規模多機能型居宅介護：60事業所／75 事業所（看護小規模多機能型居宅介護含む） 
定期巡回・随時対応型訪問介護看護：33 事業所／44 事業所 

【課題】 

・高齢者数の増加に伴い、要介護高齢者がますます増えることが見込まれるため、引き続き計画的な整備
を進めていくことが必要。

【今後の方向性】 

・第 10 期福岡市介護保険事業計画（R9n～R11n）に基づき、計画的な整備を進めていく。

がん患者への支援 

【進捗状況】 

・40 歳未満のがん患者を対象に、訪問介護、福祉用具貸与・購入等に要する一部助成を実施した。
＊助成者数 R6n：8人 → R7n：10 人 

・がん患者等を対象に医療用ウィッグ等や補整具等の購入費用の一部助成を実施した。
＊助成件数 医療用ウィッグ等 R6n：315 件 → R7n：350 件 

補整具等 R6n：67件 → R7n：92 件 
・骨髄・末梢血幹細胞移植を推進するため、骨髄等移植ドナーに対して助成を実施した。

＊助成件数 R6n：10 件 → R7n：7 件 

【課題】 

・各事業の対象者に、助成にあたっての条件や申請方法など適切に周知していくことが必要である。

【今後の方向性】 

・各事業に関する情報を対象者へ適切に届けるため効果的な広報に努める。
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施策１－３ 

●障がい者がいきいきと生活できる社会づくり 
地域生活及び社会参加の支援 

指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

区障がい者基幹相談支援センターによる地域と 
連携した取組件数 

976 件 
(2023 年度) 1,370 件 1,000 件 Ａ 

就労支援事業所等への技術的支援の件数 624 件 
(2023 年度) 521 件 655 件 Ｄ 

障がい者雇用サポートデスクの活動件数（企業支援） 
1,073 件 
(2023 年度) 1,366 件 1,126 件 Ａ 

【進捗状況】 

＜障がい者基幹相談支援センター事業＞ 

・区障がい者基幹相談支援センターを中心とする、障がい福祉サービス事業所や地域包括支援センター、
民生委員等のネットワークづくりを通して、関係機関の連携体制の充実・強化の取組みを行った。 
＊区障がい者基幹相談支援センターによる地域と連携した取組件数 

R6n：1,178 件 → R7n：1,370 件 
＜障がい者就労支援センターにおける障がい者の就労支援＞ 

・障がい者就労支援センターにおいて、就労移行支援事業所等に対して、障がい者の職業評価などの技
術的支援を行うとともに、企業に対して障がい者雇用サポートデスクにおける相談対応や企業 
セミナー等を実施した。 

＜障がい者グループホームの設置促進に向けた取組み＞ 

・グループホームの設置を促進するため、市独自の補助制度として、共用備品購入費、前家賃、消防用
設備など、開設時に必要な費用の補助を行った。 

・R6n からは、重度障がい者等受入のための設備改修経費や、バリアフリー改修費を補助対象とするなど、
制度を改正した。 
＊グループホーム利用者実績／見込量（１月当たり） 
R6n：2,486 人／2,435 人→R7n：2,874 人／2,695 人 

＜工賃向上の取組み＞ 

・「福岡市障がい者工賃向上支援センター」による企業開拓や受注体制づくり、合同販売会や工賃向上 
セミナー等を実施し、障がい者施設の工賃向上に取り組んだ。 
＊合同販売会 参加事業所数 R6n：延べ 42 事業所 → R7n：延べ 43 事業所 
＊工賃向上セミナー参加者数 R6n：185 人 → R7n：135 人 

【課題】 
＜障がい者基幹相談支援センター事業＞ 

・複合的な課題をもつ相談が増えており、関係機関との連携やネットワーク構築をさらに進める必要があ
る。 

＜障がい者就労支援センターにおける障がい者の就労支援＞ 

・民間の就労移行支援事業所等が増加する中、精神障がい者や発達障がい者の就労支援を適切に実施でき
るように、事業所のスキルアップが必要である。 

・県内の約半数の企業が法定雇用率を達成できていない状況である。 
＊民間企業における障がい者雇用率の状況（福岡県）／法定雇用率 
R6n：2.43％／2.5％ → R7n：2.42％／2.5％ 

＊民間企業における障がい者の法定雇用率達成企業の割合（福岡県） 
R6n：47.5％ → R7n：47.3％ 

＜障がい者グループホームの設置促進に向けた取組み＞ 

・重度障がい者等の受入れが可能なグループホームの設置を促進するとともに、質の高いグループホーム
の確保が必要である。 

＜工賃向上の取組み＞ 

・工賃向上を優先するあまり高単価業務の受注に偏る可能性がある。また、障がい者施設が支援に依存せ
ず自立して受注できる体制づくりが必要である。 
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施策１－３ 
 

【今後の方向性】 
＜障がい者基幹相談支援センター事業＞ 

・今後も、障がい福祉サービス事業所や地域包括支援センター等のネットワークづくりをさらに推進して
いく。 

＜障がい者就労支援センターにおける障がい者の就労支援＞ 

・障がい者就労支援センターにおいて、就労移行支援事業所等への支援、民間企業への啓発・助言などに
より、障がい者の就労に向けた支援を行っていく。 

＜障がい者グループホームの設置促進に向けた取組み＞ 

・重度障がい者等の受入れを可能とする設備と人員を備えた事業所の設置を促進することにより、障がい
者の地域生活への移行につなげていく。 

＜工賃向上の取組み＞ 

・多様な障がい者施設の特色に応じて、工賃や働きがいの向上に向けた支援に取り組むとともに、障がい
者施設の自立経営を図ることができるようにしていく。 
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施策１－３ 

重度障がい者、強度行動障がい者への支援 
指標 初期値 最新値 目標値 達成状況 

市内事業所を利用する重度障がい者数(障がい支援区分６)  (2023 年度)    

 ・生活介護 1,074 人 1,790 人 1,282 人 Ａ 

 ・短期入所 301 人 359 人 390 人 Ａ 

 ・障がい者グループホーム 137 人 320 人 217 人 Ａ 
【進捗状況】 
＜重度障がい者を受け入れる施設への支援＞ 
・重度障がい児・者等を受け入れる事業所の整備促進を図るため、備品購入費等の補助を実施した。 

＊交付事業所数：R6n：6 事業所 → R7n：10 事業所 
＜強度行動障がいの状態にある人への支援＞ 
・激しい自傷・他害行為などを日常的に繰り返す強度行動障がいの状態にある人の安定した地域生活を支
援するため、支援研修事業、共同支援事業、集中支援事業の３事業を実施した。 

＊支援研修事業 
実習受講者：R6n：３人 → R7n：３人  講義受講者：R6n：36人 → R7n：29 人 

＊共同支援事業 
共同支援（日中）：R6n：19 件 → R7n：36 件  共同支援（宿泊）：R6n： 1 件 → R7n： 3 件 

＊集中支援事業 
か～むでの集中支援数：R6n：２人 → R7n：４人 

・状態が悪化した強度行動障がいの状態にある人の支援を行う事業所に対して助言を行う広域的支援人材
の育成に取り組んだ。 

＊広域的支援人材の育成：R7n：９人（新規） 
＜重度障がい者のグループホーム受入促進に向けた取組み＞ 
・R2n から、重度障がい者の受入れを促進するため、生活支援員等の加配に係る費用など、運営費の一部
補助を行っている。 

・R4n から、強度行動障がいの状態にある人の受入れを促進するため、運営費補助の対象を拡大した。 

【課題】 

＜重度障がい者を受け入れる施設への支援＞ 
・最重度の障がい者を受け入れる施設について、現行の補助額では、受入れに必要な備品購入費等を十分
に購入できないことがある。 

＜強度行動障がいの状態にある人への支援＞ 
・強度行動障がいの状態にある人を支援する職員の育成が民間施設で進んでいないため受入れが困難な状

況にある。二次障がいと言われる強度行動障がいの発生や悪化を防ぐための予防の取組みについて、検
討する必要がある。 

＜重度障がい者のグループホーム受入促進に向けた取組み＞ 
・グループホームにおいて、手厚い職員配置が必要な重度障がい者の受入れが進んでおらず、補助制度の
活用状況や効果を検証していく必要がある。 

【今後の方向性】 

＜重度障がい者を受け入れる施設への支援＞ 
・最重度の障がい児・者等を受け入れる事業所の整備促進を図るため、備品購入費等への補助上限を拡充
する。 

・引き続き、重度障がい児・者等を受け入れる事業所の整備促進を図るため、備品購入費等への補助を継
続する。 

＜強度行動障がいの状態にある人への支援＞ 
・強度行動障がい者支援研修事業や共同支援事業の継続実施により、民間障がい福祉サービス事業所など
への専門知識や支援技術の拡充を行い、強度行動障がいの状態にある人を受け入れる事業所の拡充を図
る。 

・強度行動障がいの状態にある人に対し、支援拠点において 24 時間体制で集中的に支援し、個々の行動
問題の分析や支援方法を検討・作成し、行動問題の軽減、地域生活への移行を図る。 

・育成した広域的支援人材を強度行動障がいの状態にある人の支援に困っている事業所へ派遣する。 
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施策１－３ 
 

＜重度障がい者のグループホーム受入促進に向けた取組み＞ 
・引き続き、グループホームへの重度障がい者受入れのための運営費の補助を継続する。 

 
●生活の安定確保 

生活困窮者への支援 
【進捗状況】 

＜生活自立支援センター運営事業＞ 
・生活困窮者自立支援法の施行(H27.4)に伴い、生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るため、

生活困窮者の相談窓口として福岡市生活自立支援センターを設置し、相談支援を実施している。 
・物価高騰等の影響等から、近隣に同センター分室を設置するともに、R7n は各区役所への巡回相談を実
施した。 

・住居確保給付金については、R7n から、家賃補助に加え転居費用補助を開始している。 
＊新規相談受付件数 R6n：4,364 件 → R7n：5,166 件 
＊支 援 対 象 者 数 R6n：1,565 件 → R7n：1,873 件 
＊住居確保給付金新規申請件数（家 賃 補 助）R6n：248 件 → R7n：257 件 
＊住居確保給付金新規申請件数（転居費用補助）R7n：52 件 

＜ホームレス自立支援＞ 
・自立支援施設において、居住の場や食事を提供し、就労自立に向けた支援や福祉的自立に向けた支援、
生活に関する相談支援を行っている。 
＊ホームレス数 R6n（R7.1月）：114人 → R7n（R8.1 月）：87人 
＊自立支援施設入所者数 R6n：219 人 → R7n：235 人 

・専門相談員が駅や公園、河川など市内全域を巡回して個別の相談に応じ、路上生活からの自立に向け
た支援を行う巡回相談事業や、路上生活から就労や生活保護により自立した者が、地域で安定した生
活を送り、再度ホームレスに戻らないように、訪問面談等を実施し自立の継続を支援するアフター 
ケア事業を実施している。 

＊巡回相談・アフターケア事業の延べ支援者数 R6n：5,084 人 → R7n：4,865 人 

【課題】 

＜生活自立支援センター運営事業＞ 
・生活困窮者を早期に把握し必要な支援につなげるためには、生活自立支援センターの一層の周知が必要
である。 

・経済的自立の支援だけではなく、発達障がいや引きこもりなど複合的な課題を抱えた方からの相談が増
えており、他の支援施策へのつなぎや関係機関との連携を強化し、きめ細かな支援を行う必要がある。 

＜ホームレス自立支援＞ 
・路上のホームレスが高齢化・長期化する一方、路上と屋根のある場所（ネットカフェなど）を行き来す
る不安定居住者が増加傾向にあるため、ホームレスに至る前段階からの早期支援を図る必要がある。 

【今後の方向性】 

＜生活自立支援センター運営事業＞ 
・ホームページの充実やチラシの配布に加え、様々な機会をとらえて周知を図る。 
・関係部署・機関との情報共有や協議により協力・連携体制を強化して、引き続き生活困窮者の自立に向
けた支援に取り組む。 

＜ホームレス自立支援＞ 
・ホームレスの巡回相談や住居設定後の定着支援を充実させるとともに、広報啓発や関係機関との連携に
より生活自立支援センターの周知を図り、生活困窮者がホームレスに至る前の段階から本人の状態に応
じ、包括的かつ継続的な支援等を実施する。 
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